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挨 拶

纏済団体連合会会嬰 土 光 敏 夫

昨今,エ ネルギーの 問題はさまざまな 角度か らとり上げ られ,そ の重要性が広

く認識されるよ うにな って参 りました。 皆様 よ くご承知のよ うに エネルギーは国

民 の経済生活を支える 上で必要 とされ るばか りでな く,国 の 安全保障 の基盤 とも

な り,ま た,歴 史が示 しますようにエネルギーは 文明 の水準や 方向を規定す る力

ともなる実 に重要なみな もとなのであ ります。

さて,か ようなエネルギーの 資源 をわが国が 今後 も十分 に確保 し,ま たエネル

ギーを社会 との調和の もとで 効果的 に 利用 してまい りますためには,国 際的な,

しか も長期的な視野の もとで,総 合的な 政策 を固め,そ れを着 々と実行 してい く

ことが不可欠なのであ ります。

とくにこれか ら二十一世紀の初頭 にかけて 懸念 されてお りますエネルギーギ ャ

ップをいか に乗 りきるか,ま たそれ 以後の遠い未来において エネルギーの根源 を

何 に求めてい くかを,今 か ら真剣 に 検討することが,あ とに続 く者 に対 するわれ

われの責任であると考えるのであ ります。

ところで,エ ネルギー 問題解決 の根幹 とな るものは エネルギー技術であ ります

が,昨 今 ともすれば社会的,政 治的な側面が 強調 され,エ ネルギー 技術への取組

みが立遅 れているとの印象を強 く受け るのであ ります。

今後,外 に向けてはエネルギー外交戦略において有利 な局面を展開 し,一 方,内

に向けては円満な 国民的合意 を形づ くってい くことが 緊急な 目標であ りますが,

これ らを達成いた します上 で,国,民 間業界,学 界の各専門家が,そ れぞれの立

場をこえて協力 し,作 業することのできる 場をつ くり,そ こにおいて エネルギー

技術を総合的 に,し か も体系的 に 見通 してい くことが極めて 重要である と確信い

たすのであ ります。

か ような観点に立ちまして,本 財団設立の 趣意に全面的に 賛同致 し,私 共が設

立者 とな り,本 日,財 団法人エネルギー総合工学研究所 の設立総会を開きまして,

本財 団を設立致すべ く決意 を固めたわけでございます。

幸 に本 日 ご出席の皆様 をは じめ,多 数の方々の ご助力を得て,山 本理事長の も

とに本財団がその所期の 目的を十分達せ られるよう強 く期待 して,私 のご挨拶 と

致す次第であ ります。

(本稿は,去る昭和53年3月15日に開催された当研究所設立総会での挨拶を,当局のご了解のもとに掲載

させていただきました。)
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祝 辞

通商産業大臣 河 本 敏 夫

(写真:代 読の野中英二通産政務次官)

財団法人エネルギー総合工学研究所の設立にあた り一言 ご挨拶 申しあげます。

近年,内 外のエネルギー 情勢は一段 と厳 しさを増 してお り,エ ネルギー 問題 に

対す る社会的関心は 国の内外 を問はず飛躍的に 高 まりその重要性が広 く認識され

るに至 ってお ります。エネルギー 源の中心 となってい る石油は,そ の資源賦存量

か らみて1990年 代前後 に も生産 のピー クが到来するといわれてお り,わ が国が現

状のよ うな脆弱なエネルギー 供給構造 のままで 推移するとすれば,国 民生活及び

産業活動は将来極 めて深刻な影響を受けるおそれがあ ります。

このよ うな状況の下 にあ って,今 後 とも エネルギーの安定確保を 図 ってい くた

めには,国 産 エネルギーの 積極的活用,省 エネルギー政策の推進,石 油の 安定的

確保,石 油代替エネギルーの開発,導 入を推進す る必要があ りますが,そ のために

は,エ ネルギーの各分野 における技術開発の進展が下可欠の要件であ ります。

とりわけ原子力の安全性,信 頼性の 向上のための 技術開発,石 炭などの石油代

替エネルギーの 利用技術,省 エネルギー技術,新 エネルギーの 研究開発 など,エ

ネルギーの 各分野 において,技 術の果た しうる役割は極めて 大 きいものがあ りま

す。

しか し,こ れ らエネルギー 技術の研究開発 には 膨大な資金,マ ンパワーを必要

とす るうえ,実 用化 までに 幅広い基礎的研究の積重ねを 長い期間にわたって行 っ

てい く必要があ ります。

このよ うな必要性が 強 まって まい りました 今 日,国,民 間,学 界が一体 となっ

てエネルギー開発の 諸問題を総合工学的に研究す る専門組織 として,こ のたび財

団法人エネルギー 総合工学研究所 を設立する 運び とな りました ことは,真 に時宜

を得た ことであ り,ま ことに喜ば しい次第であ ります。

本研究所が エネルギー開発 に確 固たる 学問的基礎 を与 えるとともに,エ ネルギ

ー技術 を体系的 に確立 し,産 業 と社会 に 対 し開かれた組織 として 英知 を結集 して

活躍されん ことを期待 して,私 のお祝いの言葉 といた します。

(本稿は,去る昭和53年3月15日に開催された当研究所設立総会での祝辞を,当局のご了解のもとに掲載

させていただきました。)
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エ ネルギー総合 工学

研究所発 足に当って

肇京大轟 誉教擾 山 本 寛
辱

これか らのわが国のエネルギーの 安定供給 に関係 した 諸問題 に対処 して,適 切

な各種エネルギーの 開発計画や導入の想定時期 とそれ に伴 う諸般 の対応策を考え

るためには,今 後比重の増す 重質原油のほか,原 子 力や 石炭 をは じめ とする各種

の石油代替 エネルギー について,常 に新 しい,ま た正確な 技術的知識 を確保 して

お く必要がある。 また企業や一般社会 におけるエネルギーの 有効利用について考

える場合 も同様である。

現代のエネルギー技術は 多岐 に亘 ってお り,そ れぞれ開発段階を 異にする技術

の総合 された ものか らな っていることか ら,'そ れ らの開発 ・実施には 総合的かつ

一貫 した研究が 必要である。エネルギー開発ぽ技術の 進展 に依存す るところが大

きい事を考えれば,具 体的な技術基盤の向上 ・確立を図ることが大切であ る。 また

それ らの研究は予想 され るニーズ,見 透 しにそった ものでなければならない。

当研究所は以上 の 要請 にこたえるべ く,わ が国の将来の エネルギー安定供給や

右効利用 たついて,技 術的側面か ら総合的に 研究 を行 うための 専門組織 として発

足 した ものであ り,そ の事業 として,1)エ ネルギー に係 る科学技術に関す る調査,

2)エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用従係 る 技術資料 ・情報の分析法 ・評価法 ・体系

化法 の開発及び応用に関する研究,3)同 じく技術上の基礎的事項に関する部分的,

総合的研究,4)同 じく技術上 の応用的事項 に関す る部分的,総 合的な研究,5)上

記2)～4)に 関係する試験,6)上 記1)～5)》 こ係 る調査,研 究,試 験の成果 に係 る

資料の作成,整 備,提 供 などを行お うとしてい る。

これ らを円滑に進 めてゆ くためにば,研 究所設立の基本趣 旨に基づいて,官 ・民 ・

学一体 とな った 協力体制 を整 え,そ れを効率的 に機能 させると共に,内 外の関連

研 究機関 とも密接な協力を保つなど,各 般の 努力を払 うことに努め,そ れ によっ

て得 られた成果を通 して,社 会的使命 を 達成 しようとしている。 そのためにエネ

ルギ=技 術懇談会や,各 界の 専門家による討論,情 報交流 などを 行 うと共に,そ

れ らの成果 を基に必要な提言な ども随時行 って行 きたい と考 えている。

以上の活動は,ま だ一一部ではあるが,現 在すでに 着々 と 具体化 しつつある。 し

か し,当 財 団の事業の 遂行 と発展は関係の深 い 各方面の方々の絶大なご支援を欠

いては達成できないので,今 後格別のご後援 をお願い したい。
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21世紀の新 しい時代への転換の基礎 として

のエネルギー問題の基本的な解決は新技術の

開発をおいて他にない。特に資源的に極めて

脆弱な基盤の上に立つわが国にとっては,エ

ネルギー技術開発は将来の国の存続にさえか

かわる緊急な課題である。 しかし,わ が国の

現状をみると如何にも心細い。政府の研究開

発投資においても,研 究体制においても,エ

ネルギー技術開発の重要性への確固たる認識

とこれに真剣にとり組む姿勢が十分に感ぜら

れない。

大学の工学系の中堅研究者を中心 として当

研究所の設立が発意されたのも,こ のような

エネルギー技術開発の現状に対するある種の

危機感 と,こ の重要な時期に大学研究者 も積

極的な役割を果そうという強い意欲による。

新技術の開発を総合的に 推進する母体とし

て,産 業界,政 府関係の研究者と大学研究者

が一緒 になってわが国の頭脳を結集し,エ ネ

ルギー技術開発の基本的戦略の検討と研究協

力の実践の場を作ろうということである。

当研究所は 「エネルギー総合工学研究所」

と名付けられたが 「総合」 という言葉には3

つの レベルでの意味あいが あると考えてい

る。

第1は エネルギー政策と技術開発計画との

総合である。わが国のエネルギーに関する政

策と技術開発計画とは殆んどそれぞれが独立

に立案 され,せ いぜい相互の調整が最終段階

でなされているにすぎない。また,原 子力,

非原子力の技術開発も同様である。総合され

たエネルギー政策の一環 としての技術開発計

画でな くては,有 効な資金,人 員の投入 と強

力な国家計画としての研究開発は行ない得な

い。

第2は 基礎研究と開発研究 との 総合 であ

る。わが国においては導入技術への依存が高

かったために,こ の両者がほとんど無関係に

進め られている。 エネルギー 問題解決 のた

め,わ が国が主導的な研究開発を行うには創

造的な革新技術 を生み出す必要がある。開発

研究が十分な基礎研究に支えられ,一 方,優

れた基礎研究が常に開発研究へ発展する道が

開かれていてこそ,は じめて革新的な技術を

生み出すことが出来る。これはわが国にとっ

ての新 しい経験であ り,大 学,政 府,産 業各

界の研究者の緊密な協力が必要である。

第3は 工学の異る専門分野の総合である。

新 しい問題解決のための技術開発がある固定
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した一専門分野内において成功することは極

めて稀である。各専門の間の密接な協力が必

要であるが,こ れは現在の縦割組織では困難

である。

研究者,技 術者が中心 となって,以 上の3

つのレベルでの総合的な研究開発 を実現する

ことが,当 研究所の基本的な構想 といえる。

もし,本 格的にこのような構想を実現 しよう

とすれば,年 間数千億円の研究開発資金 と数

千人の研究者,管 理者をもつアメリカのか っ

てのERDA(エ ネルギー研究開発機構)の よ

うな強力な国家機関が必要である。 日本の現

状ではこのような機関の実現には順調にいっ

ても数年の才月を要するであろうし,ま た実

現 しても有効に機能する保証はない。エネル

ギー技術開発の緊急性からい って,実 現 しう

る範囲で,不 完全ながらも各界の研究者 ・技

術者自身が力を結集 して行動への一歩を踏出

そうというのが当研究所である。

戦後のわが国の技術開発を振 り返 ってみる

と,生 産技術,改 良技術においては飛躍的な

発展がみられ,世 界での最高水準をむ しろし

ば しば抜いている。 しか し,独 創的な革新的

技術開発においては必ずしも成功 していると

はいえない。特に,高 度成長期においては産

業界,学 界,国 立研究機関等はそれぞれの分

野に忙 しく,国 家的規模で研究者を動員する

ような大規模革新的なプロジェク トは殆んど

みられなか った。 しかし,石 油危機以後情勢

は一変 し,今 や,エ ネルギー技術開発は将来

のわが国の存続にかかわる問題として,官 民

一体の強力な国家的プロジェク トによる技術

開発を進めてゆかざるをえない。

いうまでもな く,そ のためには,エ ネルギ

一研究開発に関する国家予算の大幅な増額が

必要である。また,政 府機関,大 学,民間企業

を結集 し,な おかつそれぞれが十分に創造的

な研究開発を行いうるような新しい体制も必

要である。しかし,さ らに重要なことは,第

一線の研究者 ・技術者の積極的な意欲と,各

界を結ぶ人的な連携である。当研究所が小規

模ながら先づ行動の一歩を踏み出したのは,

このような人的関係の創出は一朝の組織作 り

によって出来るものではな く,共 同の活動の

積上げを通じてはじめて醸成されると考えた

からである。

以上のように,当 研究所の構想は固定した

組織を作ることではなく,一 つの新 しいエネ

ルギー研究協力の推進と実践の場を作ろうと

いうことである。

従って,長 期構想も研究に参加する人々に

よって生み出されるものであって,あ らかじ

め決められた活動の枠を実現するというもの

ではない。

その意味で第1の 重要な柱として技術懇談

会 を考えている。この懇談会において,各 界

の研究者 ・技術者がわが国のエネルギー技術

開発に関する諸問題 を自由に討議 し,意 志の

疎通をはかり,新 しい時代を生み出すエネル

ギー技術開発に関する具体的な政策提言が生

れることが期待される。これはまた,政 府の

エネルギー政策 ・行政の担当者,産 業界の指

導者 との意見交流の場 としても重要な役割を

果すものとなろう。

さらに技術懇談会 と表裏一体 となる重要な

研究活動 として,「 エネルギー技術開発の政

策研究」がある。核融合のような超長期的な

研究開発に関 しては選択は 比較的容易 であ
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る。国際協力とわが国財政の負担能力を勘案

して政治的決定がなされれば基本的な方向は

決 まる。最も困難で しかもわが国の将来に重

大な影響をもつのは,技 術開発がエネルギー

政策の社会 ・経済面と直接に関連する,今 後

15年から21世紀初頭にかけての中長期の問題

である。ウラン濃縮,高 速増殖炉などの原子

力開発,石 炭の液化,重 質油の利用,採 取開

発技術などの化石エネルギー技術タ太陽,地

熱などの自然エネルギー開発,さ らに産業構

造転換を含む省エネルギー まで,技 術開発課

題は多様にわたる。 これを限 られた人材 ・資

金 と日時のもとに有効に進めるには,明 確な

評価 と優先順位にもとつ く総合された技術開

発計画が必要である。 これは技術内容 を最 も

適確に把握している第一線の研究者 と政策,

実務に直接参画している政府 ・産業界の担当

者の協力によって始めて可能である。当研究

所としてはこのための技術政策研究における

活溌な活動が期待される。

しかしながら,如 何なる場合にも技術開発

の基本は,実 験研究における独創的な技術革

新の展開である。実験の実施はそれぞれの機

関において行うとしても,当 研究所が来るべ

き新しい時代のエネルギー分野における革新

的なプロジェク トの中核として各界研究者の

協力の場となることが期待 される。これは政

策研究 とともに車の両輪をなす ものである。

このように当研究所の将来に期待されるも

めは大きい。いわば,政 府のみならず大学,産

業界 も一一体 となった日本のERDAで ある♂

この実現のために,各 界の強力な援助 と積極

的な参加 をお願いしたい。



Itll

エ ネル ギー総 合工 学研究所設 立の趣意,

その経 緯 と当面 の事業計画 について

塾

専務理事 武 田 康

1.は じ め に(設 立の趣意)

近年,内 外のエネルギー事情の急激な変化

を背景として,エ ネルギー問題の重要性が飛

躍的に高まってきている。エネルギーの安定

供給を確保することは,国 家の安全 と社会の

円滑な発展にとって不可欠であるが,わ が国

のエネルギー供給構造は,国内資源が乏しく,

海外依存性が極度に高いという脆弱性を有 し

ているので,あ らゆる分野の活動において,

この体質の改善に力を注 ぐことが必要である

と痛感される。

もとよりエネルギー問題への取組み として

は,現 時点においてわが国の直面する厳 しい

エネルギー 情勢の 局面を適切な 施策により

打開 していくことが緊要ではあるが,同 時に

また,国 際的視野に立った長期的な目標を定

め,そ れに至る各時期での現実性のある具体

的な計画を策定し,そ の実現を強 く推進する

ことが不可欠であると考える。

とくに,エ ネルギー供給を長期的に展望す

ると,石 油の供給力の限界に伴い,資 本 ・技

術集約的な色彩のより強い原子力を中心とす

る代替エネルギーへと次第に傾斜を深めてい

かざるを得ないことが予測される。このよう

な趨勢を踏まえて,代 替エネルギーの開発 を

積極的に進めて行 くことが,将 来のわが国の

エネルギー供給力を確保するためには必須で

ある。これはまた,わ が国のエネルギー供給

構造の脆弱性の 改善に つながる ものでもあ

る。 もとより,石 油についても,今 後 ともそ

の長期安定的な供給を図 っていかなければな

らないことはい うまでもない。

この ような今後のエネルギー開発を円滑か

つ効率的に進めて行 くためには,総 合的観点

に立った最適システムを確立し,そ の具体的

な展開を図ってい くことが緊要である。この

ため,エ ネルギーのシステム研究,そ の具体

的プロジェク トに対する応用等の研究が,確

固たる学問的基盤の上に立 って,産 業 と社会

に対 し開かれた柔軟な組織によって営まれる

必要がある。

また,エ ネルギー開発は,技 術の進展に依

存するところ大であるから,そ の体系的基盤

の向上,確 立を図ることが要請される。 しか

るに,現 代のエネルギー技術は,多 岐にわた

る技術の統合された ものから成立 っているの

で,そ の諸問題の解決にあたっては,従 来の

官民各界の縦割 り的システムにとらわれず,

多数の主体の協調的参加を得て行われる必要
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がある。

このような状況の下にあって,経 済 ・社会

の均衡ある発展を確保 し,国 民生活の充実,

安定化を図るうえで欠 くことのできないエネ

ルギーの安定供給に係る国民的要請と期待に

対 し,積 極的に応えるために,技 術的側面か

らエネルギーの諸問題を総合的に研究する専

門組織 として,「 財団法人エネルギー総合工

表 一1

学研究所」の設立が期待 されるのである。こ

の場を通じて,大 学その他の公的研究機関の

研究者の協力を得て,エ ネルギー開発に確固

たる学問的基礎を与えるとともに,エ ネルギ

ー技術の体系的基盤の確立 ,向 上を図 り,そ

れによってわが国のエネルギーの長期安定供

給確保に係る国民的合意が形成されるべ く力

を尽 したいと考える。

設 立 発 起 人

(昭和53年2月)(敬 称略)順 不同

○士 光 敏 夫

○稲 山 嘉 寛

○長谷川 周 重

○花 村 仁八郎

○平 岩 外 四

〇正 親 見 一

〇石 田 正 実

○玉 置 敬 三

〇豊 田 英 二

〇安 西 浩

○真 藤 恒

○水 上 達 三

〇荘 村 義 雄

○両 角 良 彦

白 沢 富一郎

玉 置 明 善

向 坊 隆

渡 辺 茂

○大 島 恵 一

功 刀 泰 碩

関 口 晃

都 甲 泰 正

秋 山 守

経済団体連合会会長

日本鉄鋼連盟会長

経済団体連合会副会長

経済団体連合会副会長

電気事業連合会会長

電気事業連合会副会長

石油連盟会長

日本電機工業会会長

日本自動車工業会会長

日本瓦斯協会会長

日本造船工業会会長

日本貿易会会長

電力中央研究所理事長代理

電源開発㈱総裁

日本原子力発電㈱会長

千代田化工建設㈱社長

東京大学総長

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

平 田 賢

石 井 威 望

関 根 泰 次

平 川 誠 一

笛 木 和 雄

中 村 貢

一 色 尚 次

若 林 二 郎

高 松 武一郎

椹 木 義 一

吹 田 徳 雄

小野寺 清兵衛

○向 坂 正 男

○宗 像 英 二

〇瀬 川 正 男

生 田 豊 朗

百 田 恒 夫

大 山 彰

佐 藤 光之助

山 村 礼次郎

岸 田 純之助

内 田 元 亨

○山 本 寛

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授

東京大学経済学部教授

東京工業大学教授

京都大学工学部教授

京都大学工学部教授

京都大学工学部教授

大阪大学名誉教授

九州大学工学部教授

総合研究開発機構理事長

日本原子力研究所理事長

動力炉・核燃料開発事業団理
事長
日本エネルギー経済研究所所
長

日本産業技術振興協会理事

動力炉・核燃料開発事業団理
事

日本地熱調査会常務理事

石炭技術研究所理事

朝日新聞社論説主幹

技術評論家

東京大学名誉教授

(○ 印は設立者)
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2.設 立の経緯
表 一2 役員ならびに顧問

1)設 立発起人会

前記の設立の趣意に沿 って,産 業界,学 界

な どの関係者の間で設立の準備が進められて

きたが,昭 和53年2月21日 表一1に 示す設立

発起人により財団法人エネルギー総合工学研

究所の設立発起人会が開催された。

設立発起人会は,山本寛氏を議長に選出し,

次の事項を審議 した。

① 設立者および設立者代表の選出(設 立者

として表一1に 示す19氏 を,ま た設立者代

表 として山本寛氏を選出した。)

② 設立趣意書案の承認

③ 寄附行為案の承認

④ 初年度お よび翌年度の事業計画案並びに

収支予算案の承認,

⑤ 寄附財産および寄附者

⑥ 設立当初の役員候補者

⑦ 議事録署名人の選出

2)設 立 総 会

昭和53年3月15日,設 立総会が開催され,

次の事項を決定 し,財 団法人エネルギー総合

工学研究所が誕生することとなった。

① 設立趣意者

② 寄附行為

③ 初年度および翌年度の事業計画ならびに

収支予算

④ 設立当初の基本財産

⑤ 設立当初の役員

⑥ 顧問

⑦ 設立者代表

⑧ 議事録署名人

なお設立当初の役員および顧問は 表一2の

とお りである。

顧 問 土光 敏夫

理事長 山本 寛

理 事 秋山 守

生田 豊朗

正親 見一

大島 恵一

奥村 虎雄

椹木 義一

関根 泰次

中村 俊夫

平川 誠一

堀 一郎

百田 恒夫

森崎 久寿

簗瀬 文雄

監 事 飯田 正美

経済団体連合会会長

東京大学名誉教授

東京大学工学部教授

日本エネルギー経済研究所
所長

電気事業連合会副会長

東京大学工学部教授

日本鉄鋼連盟専務理事

京都大学工学部教授

東京大学工学部教授

日本自動車工業会専務理事

東京大学工学部教授

東京電力株式会社副社長

日本産業技術振興協会専務
理事

石油連盟専務理事

日本電機工業会専務理事

関西電力株式会社専務取締
役

3)政 府の許可など

昭和53年3月24日 通商産業大臣に設立許可

申請 を提出し,昭 和53年4月1日 財団法人と

して設立を許可された。

また6月2日 には通商産業省より試験研究

法人等であることの証明を受けている。

3.当 面の事業計画

1)事 業計画の概要

当研究所はエネルギーの開発 ・供給 ・利用

等に関する科学技術上における多数部門の総

合的な研究およびその成果の普及を通じてエ

ネルギーに関する学術 ・技術体系の確立 ・向

上に資するとともに,エ ネルギーの合理的な

開発,安 定的な供給および適正な利用に寄与

し,も って国民経済の健全な発展に貢献する

ことを目的 としている。

9
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このため,① エネルギー技術データベース

の開発 と応用,② エネルギーの開発 ・供給 ・

利用に係る技術上の基礎的事項 ・応用的事項

に関する部門的,総 合的研究,③ これらの成

果の普及 と専門家間の技術交流などの事業を

行うこととしている。

2)エ ネルギー技術データベースの開発 ・

応用

各種情報の中からエネルギーに関連するも

のを,国 内お よび海外諸機関 との情報交流等

を通じて広 く収集 し,技 術的見地から区分,

整理 すべ く,現 在基礎資料の収集を始めてい

る。

また,エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係

る資料 ・情報について,そ の信頼性の分析 ・

評価,動 的な変動予測,相 関性の評価,目 的

に応じた体系化などを行い,こ れら資料 ・情

報の利用価値の向上を図ることとしてお り,

このための手法の開発研究を進めている。

このような調査,研 究を通じて,関 係の諸

機関との協力,協 調関係を保 ちながらエネル

ギー 技術情報に ついて データベースを整備

し,関 係者のニーズに応える形で提供するこ

ととしている。

3)エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用に係 る

技術上の基礎的事項,応 用的事項に関す

る部門的,総 合的研究

エネルギー新技術の萌芽の発見と評価,エ

ネルギー技術要素の特性向上,安 全性や信頼

性の評価,エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用の

ための各種システムの評価,最 適システムの

設計,研 究開発計画の立案 と最適化など,部

門的ならびに総合的な技術的見地からの研究

を行うこととしている。

また,こ れらに伴なって,計算機実験の他,

材料,要 素,機 器等の試験も必要に応じて随

時行うこととしている。

このような研究の事例として,現 在海水希

少資源回収システム技術開発調査,重 質油分

解技術の動的評価の調査研究,高 レベル廃棄

物の地層処分に関するリスク解析手法の調査

研究,将 来におけるエネルギー立地の構想と

評価などの諸研究に着手 してお り,今 後逐次

研究範囲と内容の拡大,充 実を図る計画であ

る。

4)技 術交流 と成果普及

前記の事業で得られた成果のうち,技 術情

報 として有用度の高いものを選択的に,ま た

目的に応じて分類的に編集して利用者に提供

し,一 部は出版,講 演会などにより公表 して

広 く利用に供することとしている。

また,エ ネルギーの開発 ・供給 ・利用の円

滑な展開を図るためには官 ・学 ・民一体 とな

った協力体制 を整え,効 率的に機能させるこ

とが重要であると考え,エ ネルギー技術上の

諸問題について,各 界の専門家による討論と

情報交流 を行 う場 を提供するため,エ ネルギ

ー技術懇談会などを行う予定である。
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1.は じ め に

本研究所は,山 本理事長をはじめ,東 大工

学部の大島,秋 山両教授,'さ らには各大学の

エネルギー研究に携わ っておられる諸先生 ,

これら学界の人々の意図を支持 し,援 助 を惜

しまれなかった財界,そ して,現 在のニーズ

を明示され,本 研究所の役割 について積極的

に討論され,か つ支援された官庁の方々の合

作になるものであ り,そ ρ雑用の一一部をお手

伝いしたにすぎない私には,こ の研究所の特

質を説明するだけの大局観があるわけではな

い。しかし,御 依頼いただいたので,こ の設

立事業をお手伝い していて感じたことなどを

とりまとめ,こ の研究所の発展 を祈 る一文 と

したい。

2.エ ネルギー技術開発の特質

エネルギーは,先 進国にとって必須の資源

であり,人 類の生活水準 を支える重要な要素

である。そして,い ずれの社会にしろ今後 と

も安定に発展するためには,エ ネルギーが適

切な価格で安定に供給されることが必要であ

る。ところで,現 在のエネルギー問題は政治

的6社 会的な要因ρ支配するところが大きい

カ㍉、長期的には技術的なものの役割が大 きい

ことが明らかである。わが国は,エ ネルギー

資源 をもたず,世 界で最大のエネルギー輸入

国のひとつであ り,今 後エネルギー供給が不

安定になればもっとも大きな打撃をうけ る国

である。そこで,わ が国は世界に率先 してエ

ネルギー 技術の研究開発 を進めるべきであ

り,そ の成果である資源の有効利用の方策の

提供 を通じて有資源国との共存をはかってい

くことが今後の望ましい姿である。

ところで,エ ネルギー技術開発には忘れて

はならないい くつかの性格がある。その第1

は,一一つのエネルギー技術 を開発実用化する

には数十年の 年月と 巨額の 費用が 必要であ

る,と いうことである。 このため,一 般には

開発過程 を図一1の ように4段 階にわけて各

段階の終了にあたってそれまでの研究開発の

評価を行い,国 として,あ るいは企業として

先の段階へ進める価値があるか否かを検討判

断 し,あ るいはい くつかの候補の中から開発

段階を先へ進めるべきものを選択することが

必要になる。

第2に は,開 発の期待 されている技術は1

つにとどまらず,ま たそれらの開発の現段階

は一様ではないということがある。従って,

エネルギー技術開発は,各技術課題を図一一2の

ように短期,中 期,長 期に分類 して計画され

1.あ るエ ネ ル ギ ー 技 術 の 可 能性 の 研 究

(FeasibilityStudy)

1.技 術 の 実 施 方 法 に つ い て の研 究

(Research)

皿.実 用 化 の た めの 原型 開発 の研 究

(Development)

IV.実 用 的 で あ る こ と を安全 性,経 済 性 を 含 め

て実 証 す る研 究

(Demonstratien)

図一1エ ネルギー技術研究開発の四段階
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なければならない。ここで,短 期的開発は既

存の技術 を社会的 ・経済的要求に適合させる

ことが目標であり,中 期的開発は技術の利用

可能性については十分知 られているものを原

型施設や実証施設により社会的 ・経済的に意

味のある供給力の候補 として育てていくこと

が目的 となる。 これに対 して長期的開発は,

現在はその 可能性に ついても明らかで ない

が,も し実用化されれば人類の可能性を拡げ

ると考えられるものについて研究 し,そ の実

用化をめざして各種の技術的代替案を用意す

ることを目標 として行われる。この区分は,

もちろん固定されたものではないが,こ のよ

うに区分することによって,開 発の重点のお

きどころを確認 してい くことは重要である。

第3に は,各 技術について全て自国で開発

実用化する必要は必ずしもないということで

ある。この場合,実 際には 図一3に 示すよう

に4～5の とり得 る戦略がある。そこで,各

技術について,国情,所要資金と時間,基 礎研

究のレベル,そ してその技術が実用化された

ときのわが国への有効度などを勘案 してとる

べき開発戦略を選定することが必要である。

さて,こ うした特質を前提にすると,エネル

ギー研究開発が成果をあげていくためには,

総合的な政策体系の中にこの研究開発が明確

に位置づけられてお り,必 要に応じて予算と

人が供給されることが必要なことは明らかで

あるが,そ れ とともに,開 発の各段階を与え

るに十分な基礎研究の存在 していること,お

よび,各 種の判断において必要な情報の供給

が円滑であり,そ の合理的処理能力が存在し

ていることも重要であることが理解されるで

あろう。各国のエネルギー研究開発計画の中

で,基 礎研究と情報管理の分野が必ず設けら

れてお り,米 国では情報の分野に近年大幅な

予算増が認められるのもこの重要性の認識の

由縁である。

3.本 研究所の特質

ところで,わ が国において新エネルギーで

ある原子力の研究開発に従事 し,あ るいはそ

の他の新技術開発に従事 してきた人々にとっ

て,わ が国が将来をかけてエネルギー研究開

発に乗 り出そうとしている今日,経 験的に不

十分 と考えられるこの2つ の点において何 ら

かの形 で力を尽したいと考えるのは当然であ

る。そして,本 研究所 もそうした考えに基づ

☆ 短期の研究開発課題
○省エネルギー
○軽水炉安全性

○地 熱

☆ 中期の研究開発課題
○高速増殖炉

○石炭液化
○太陽熱利用

☆ 長期の研究開発課題
○核融合

○太陽熱大規模利用
○核熱大規模利用

など

など

な ど

図一2エ ネルギー技術研究開発課題の

分類

戦略1.当 該エネルギー技術 を全面的かつ先端

的 に開発 してい く。

戦略2.当 該エネルギー技術は将来必要 にな る

か もしれないので,あ る程度 の研究開発

と国際協力 によ り技術力を 確保 してお

く。

戦略3.国 際的な企業 の活動に まかせ,経 済的

な取引きの枠 内で利用す る。

戦略4.当 該技術 の現状 について知 ってお く。

必要な ら国際協力や研 究開発 を小規模に

実施す る。

戦略5.他 の国の研究開発 を待 つ。あ るいは評

価 能力の程度は確保 してお く。

一12一

図一3エ ネルギー研究開発の戦略例
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く具体的な行動の一つとして設立されたもの

である。

このことは,本 研究所の基本構想を示 した

図一4に も明確に示されている。 すなわち,

基礎研究との関連について見れば,本 研究所

は,そ の根 を大学 ・国公立研究機関において

いる。

ところで基礎研究は前述 したようにエネル

ギー研究開発の根拠となる基本知識 ・アイデ

アの源泉であるから,そ れが全面的に高い水

準を維持 していることが必要であり,そ こで

は特定のエネルギーについて片寄 っているこ

とは,む しろ好 ましくない。一方,特 定のエ

ネルギー技術の開発の側から見れば,そ れは

一般に広範囲の 学問分野に基づいて いるの

で,こ れを支えるためには,一 大学,一 研究

機関の枠を越えた支援を必要 とする。言い換

えれば,基 礎研究の充実という観点からは,

護野 国の政策 委瀦
人材養成 へ 反 映 の利 用

一

成 果

工ネルギー総合工学研究所

官庁//.煎 ＼ 民 間F懇 談会

プロジェクト 情 報
研 究 収集:分析

/

/ノ へ1/庶 ＼
ノ/'V/＼1

研究

圭体A

研究 研究 研究 研究 研究

主体8主 体C主 体D主 体E主 体F

大学,国 立研究機関

図 一一一4エ ネ ル ギー 総 合 工 学 研 究 所 の 位

置 づ け

各大学が,競 合的に存在 し,そ れぞれ個性あ

る研究を行 っていることが,学 門の発展と体

系化を促進するという点で重要であるが,一

方,特 定の技術開発を支援するためには,連

けいが必要になる。ところで,こ の連けいは

当然にそれぞれの専門的能力を十分に尊重し

た自発的なものでなければならないので,一

元的なものよりは種々の場を用意 して多様な

コミニュケーションの成立をはかることの方

が望ましいと考えられる。

本研究所の設立のねらいもまさしくこの点

にあ り,研 究企画,エ ネルギー技術懇談会,

そ してプロジェク ト研究を通じて,基 礎研究

者が現実のエネルギー研究開発の側の要求に

接触 し,あ るいは現場の方々が基礎研究の先

端の現状に触れる機会を提供 してこの役割 を

果 していくことが,関 係者の強い希望なので

ある。

第2の 情報活動の分野については,た とえ

ばデータという点から見て 図一5の ようなニ

ーズがある。当然にそのデータを使いこなす

方法論,そ の専門家も必要になるだろう。こ

れらの全活動についてその中心的担い手が各

国に必要であると考 えるが,そ れは巨大な活

動であ り,われわれの手にあまることである。

しか し,こ うした活動は,不 可欠の活動であ

ること,わ が国においてはこの分野は努力が

不足 してお り,か つ閉鎖的であること,こ う

した活動が新 しい開発アイデア,あ るいは基

礎研究を産み出すこと,国や民間にその方針,

方策について客観的評価の場を提供すること

が要請されていること,は 明らかである。そ

こでこの要請に応えるべ く,「 特色のあるデ

ータの収集管理」,「総合的評価の方法論の開

発お よびその実施」などを行う場を設立 しよ

一13一
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A.研 究開発上必要な情報

1.技 術 ア イデアとその評価

2.研 究 されてい る各種代 替案 とその評価

3.許 認可,安 全性,経 済性,効 率な ど実用

化 のための情報

4.技 術 に関す る市場情報

B.エ ネルギ ー政策上必要な情報

1.研 究開発計画の策定,評 価

2.特 定の技術の導入に係 わ るインパ ク ト

3.i環 境 アセスメン ト

4.エ ネルギー政 策の評価

供できる主体,場 となる

5)エ ネルギー問題に関心のある人々の議論

の場 とする

などである。それぞれが,も つ意義について

は説明するまでもないであろうが,一 言を付

すれば,こ れらの考え方が実現されるとき5

この研究所は,い わば優れて特色ある研究集

団として,関 係者の期待に応えるものとなろ

う。

4.今 後の課題

図一5エ ネ ル ギ ー研 究 に お け る情報 の

ニー ズ

うというのが 本研究所の 第2の ねらい であ

り,関 係者の希望である。他のいくつかの分

野においてそうした問題意識をもつシンクタ

ンクが既 に存在しているが,本 研究所におい

ては,エ ネルギー技術の分野において,特 に

その総合性を念頭におきつつ,こ のような役

割 を果 していきたいと考えているのである。

次に,こ のような狙いを実現するためには,

本研究所の研究のあ り方にり いても考え方 を

整 えてお く必要がある。もとより,研 究の考

え方については融通無碍な面も必要であ り,

その意味で明文化されたものはないが,目 標

との関係において,関 係者の心にあったもの

を単なるメモとして記 してみると,

1)主 体的な研究者の集団とする

2)エ ネルギー技術要素の研究開発 を学際的

に実施することを中心課題 とする

3)エ ネルギー一.一技術の情報 を提供できる集団

となる

4)エ ネルギー問題に関 して技術的判断を提

わが国において独立研究集団がその役割を

認められつつ生きてい くのは難 しい6そ して

これまで述べた研究業務上の希望は,い わば

理想論であ り,実 現には多 くの困難がつきま

とうであろう。

しかし,幸 にしてこのような考えに対 して

皆様の暖い御支援が得 られ,本 研究所は発足

したのである。関係者の希望が実現できる土

台はつ くられたのである。 もとより設立にあ

たって関係者が抱いた目標,希 望は,そ の運

営の中で,現実的な もの となるであろうが,一

方そこに新 しい希望も付加されるであろう。

いまや大切なことは,関 係者が,本 研究所に

特徴 を与え,ま た皆様がその長所を利用する

ことであろう。そうした努力あるいは御'協力

のみが,本 研究所の特質を磨 くことになると

信 じ,本 研究所の設立に御援助いただいた方

方に,深 く御礼 申し上げるとともに,今 後 も

引続き,本 研究所を皆様の研究所 として育て

上げることに御支援と御協力をお願い申し上

げる次第です。

(こんどう しらんすけ 研究嘱託,東 京大

学工学部助教授)
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エ ネ ル ギ ー ア ー タ ベ ー ス に つ い て

班 目 春 樹

1.は じ め に

エネ ル ギー 総 合 工 学 研 究 所 で は ,そ の 活 動

の1つ の柱 と して,エ ネ ル ギー デ ー タベ ー ス の

作 成 ・整 備 を考 え て い る。 こ こ で は,エ ネ ル ギ

ー デ ー タベ ー ス とは 何 か に つ い て 解 説 す る
。

2.エ ネ ル ギ ー デ ー タベ ー スの 目的

エネ ル ギー の 需 給 構 造 は,資 源 の 入 手 ・精

製 か ら変 換,貯 蔵,輸 送,分 配 を経 て最 終 消

費 に至 る まで の エ ネル ギー の流 れ と して とら

え る こ とが で き る。 エ ネル ギー の最 初 の形 態

で あ る1次 エ ネル ギー には,石 油,石 炭,天

然 ガ ス等 の 化 石 燃 料 や 原 子 力 な ど各 種 の もの

が あ り,変 換 後 の2次 エ ネ ル ギー に も電 力,

都 市 ガ ス他,様 々な 形 態 が あ る。 最 終 消 費形

態 に して も,産 業 用 や民 生 用,ま た動 力 と し

ての 利 用 や 熱 として の 利 用 な ど多 種 多様 で あ

る。 エ ネ ル ギー の 流 れ とい う 観 点 か ら み る

と,こ れ ら の エ ネ ル ギー 形 態 は互 い に代 替 し

得 る もの で あ る。 例 えば,2次 エ ネ ル ギー で

あ る電 力 は,化 石 燃 料,原 子 力,水 力,地 熱

の い ず れ か ら も変 換 して作 る こ とが で き る。

家庭 で消 費 す る エネ ル ギー も,電 力 と燃 料 と

は あ る程 度 まで互 い に代 わ り得 る。 した が っ

て,エ ネ ル ギー 問 題 を考 え る際 に は こ れ ら各

種 の エ ネ ル ギー の流 れ を すべ て含 ん だ シ ス テ

ム,ト ー タル エ ネ ル ギ ー シス テ ム と して とら

え る見方 が必 要 に な って く る。

わ が 国 に と って,エ ネ ル ギー の長 期 ・安 定

的 確 保 は最 大 の課 題 の1つ で あ る。 エ ネ ル ギ

ー の確 保 をは か るた め に は
,長 期 的 な 目標 を

定め,そ れに至る各時期での現実性のある具

体的な計画を策定 して,そ の実現 を強 く推進

することが不可欠であろう。太陽エネルギー

や地熱エネルギーなど代替エネルギー技術の

開発や,エ ネルギーの有効利用化は,エ ネル

ギー問題の解決のための施策の1つ である。

トータル エネルギー システム として 見た場

合,こ れらの施策を推 し進めることは現状の

システムをよりよいシステムへと改造 してい

くことに他ならない。したがって各施策の有

効性は,そ れによって変化した トータルエネ

ルギーシステムの性能で判断すべきである。

判断の基準としては,経 済性や信頼性,安 全

性,環 境適応性,簡 便性,円 熟度,他 分野 と

の整合性,円 滑さなどがあげられる。また,資

源量や環境への放出量,資 金,土 地,人 手,

水などからくる制約条件,さ らには社会的,

心理的制約 も考慮 しなければならなことはい

うまでもない。エネルギー問題の解決のため

には,よ りよいシステムを設計 し,最 適なシ

ステム実現のためのR&Dプ ログラム作 り等

が必要なことはいうまでもないが,こ こでそ

のシステムを事前評価 してお くこと,特 性を

把握 してお くことが重要 となって くる。

システムの解析には,最 近発達 してきたモ

デル化による各種の数学的分析手法を活用す

ることができる。ところで,モ デル化 して分

析する場合,そ の結果の信頼性,有 効性はほ

とんどそのモデルに使われるデータの良し悪

しに依るといってよい。すなわち適切なモデ
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ルが作られ,数 学的には厳密な解が得 られた

としても,そ のモデルで採用したデータが不

備なものであるなら,そ の結果 も実際上は役

に立たない場合が多いからである。

エネルギーに関係するデータは,材 料の物

性値のようなものから,機 器の性能,さ らに

経済性や資源量など,多 様である。これらの

データを収集 し,そ のデー タの信頼性を評価

し,整 理 し,内 容や質 を吟味 した上で計算機

にファイルして,モ デル解析等 を行なう利用

者へ広 く提供 しようというのが,エ ネルギー

デー タベース構想である。すなわち,あ る程

度解析モデル等 とは独立にデータを収集 し,

汎用性 を持 ったものとして整備 しようとい う

ものである。各種データは利用者に応じ適切

に選 り分けられ,統 計処理などされた形で提

供されるので,シ ステム分析を行なう側はデ

ー タ収集の手間から解放される。データも専

門家が検討 したものが収集されるので,そ の

精度向上によりシステム分析の 結果の 信頼

性,有 効性も飛躍的に向上する。

以上の ように,エ ネルギーデータベースの

開発による利点は明らかであるが,汎 用性を

持たせるとなるとその整備のための作業量は

膨大な もの となろう。いかに効率よく組織的

にデータ整備を行な うかが最大の問題点であ

る。次にエネルギーデータベースの持つべき

機能について考えてみよう。

3.エ ネルギーデータベースとは

エネルギーシステムは多 くの要素 ・プロセ

スから成 り立 ってお り,地 域的にも事業所単

位から国全体さらには世界的規模で関連をも

っている。 したが って,エ ネルギーの種類 ・

形態別,プ ロセス別,地 域別等の多 くの次元

で構成される多次元マ トリックスの各要素ご

とに,容 量,効 率,環 境への影響等,多 くの

データが入れられてお り,必 要に応じて引き

出すことができるもの,こ れがエネルギーデ

ータベースである。

そこから得られるべき情報としては次のも

のがある。

第1は,資 源量や推定入手可能量等である。

これらは,権 益関係,政 治情勢等がどうなっ

ているかを加味した形で整えられてなければ

ならない。

第2が,経 済性,す なわちコス トに関する

データである。

第3は,エ ネルギー技術の特性量で,こ れに

は次のようなものがある。まず,材 料物性値

が技術の基礎 となるデータである。次にどの

条件ではどのような材料が使えるかという,

材料の両立性データがあげられる。機器の性

能に関連 しては,例 えば信頼i生データや,負

荷変動への短期的ないし長期的対応能力とい

う意味での応答性データがある。さらに作動

性能や効率,容 量,寿 命などが主要なデータ

であることはいうまでもない。最後に,環 境

への影響は重要な特性量である。

4番 目の情報 として,1か ら3ま でにあげ

た各種のデータ等の間の相互影響関係が明ら

かになっていることが大切である。エネルギ

ー技術の特性値は,経 済性と密接な関係にあ

る。例えば建設コス トをかければある程度効

率は上昇するはずで,こ れを数式の形で表示

してお くことが望ましい。技術特性値には,

R&D努 力に よって 変化するものも多いの

で,ど の程度R&Dの 投資をすれば どの程度

効率等がよくなるかなどの表示 も必要であろ

う。エネルギー消費量の増加の予測など,時

間経過による特性値変化の予測もここに含め
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て整理しておきたい情報である。

5番 目は,そ のエネルギーシステムの要素・

プロセスが作動可能なための背景データとい

うべきものである。エネルギーの供給やエネ

ルギー技術のR&Dに 係わる機関の 分担状

況,自 然的ないしは社会的な立地環境,投 入

量 ・放出量の制約,設 備生産 ・管理体制,国

民的合意の状況などがこれである。

6番 目に,エ ネルギーに関係する組織や機

関の活動状況,人 員構成,投 資額等を整備 し

ておきたい。これにはIEAな どの国際機関

の動向や,外 国とくにエネルギー資源産出国

の状況も含まれる。国内では,国 や自治体,

企業等の各 レベルでの活動状況を系統的に把

握することが必要である。

最後に,特許や文献等の所在 も,データベー

スに取 り入れられるべきものの1つ であろう。

しかし,こ れら多 くの情報がただファイル

されているだけではデータベースとはいえな

い。これを利用者に応じていろいろな形 に選

り分けて提供できてこそ,は じめてデータベ

ースとしての価値がでてくる。このためには

例えば,国,地 域,機 関といったシステムレベ

ルでの振 り分けや,技術面,経 済面,資源量,環

境へのインパク トといった情報のうちから必

要 とされるものの選び出しができなければな

らない。情報を集め,評価 し,フ ァイルするこ

とと共に,こ のような利用者へのデータ提供

システムの作成 も非常に大切な作業である。

4.エ ネルギーデータベースとIAE

エネルギーデータベースの作成 ・整備は,

わが国のエネルギー戦略の決定等のために是

非 ともしてお くべき仕事である。 しかし先に

も述べたように膨大な作業 となることから,

あらかじめデータベースの望ましい姿につい

て十 分 議 論 をつ くして お くべ き で あ る。 ま た

作 業 に は い って か ら も,エ ネ ル ギー 政 策 の立

案 者,シ ス テ ム設 計 ・分 析 等 の 専 門 家,研 究 ・

開 発 担 当者 な ど多方 面 の利 用者 の要 求 を常 に

反 映 さ せ,よ り よい デー タ ベー ス に して い く

機 能 を与 え て お か な け れ ば な らな い。

エ ネ ル ギー デ ー タ ベ ー ス と 一 口 に い って

も,技 術 的 な もの か ら政 治 経 済 的 な もの まで

多様 な もの を含 ん で い る。 逆 に視 野 を も っ と

広 く して み れ ば,エ ネ ル ギー デ ー タベ ー ス 自

体,よ り大 き な デ ー タベ ー ス体 系 の 一部 で あ

る とい う考 え方 もで き る。 わ が 国 と して エ ネ

ル ギー デ ー タベ ー ス の 開発 を どの よ うな形 で

進 め るべ きか とい う問 の 答 は,大 局 的 見 地 で

の議 論 を尽 した後 決 め るべ き もの で あ ろ う。

エ ネ ル ギ ー総 合工 学研 究所(TheInstitute

ofApPliedEnergy:IAE)は,エ ネ ル ギー

問 題 の 解 決 に 工 学 的 ・技 術 的 な 側 面 か ら アプ

ロー チ す るた め に設 立 され た 組 織 で あ る。 し

た が って,エ ネ ル ギー デ ー タベ ー スの う ち工

学 的 ・技 術 的 な部 分,す な わ ち エ ネ ル ギー の

エ ン ジ ニア リン グ デ ー タベ ー スの 開 発 を担 当

す るの が使 命 で あ る と考 え て い る。 例 えば,

エ ネ ル ギー 技 術 の 特 性 量 な どは 今 後 測 定,計

算 した り評 価 した り しな け れ ば な らな い もの

が 数 多 くあ る。 エ ネ ル ギー 技 術 の 特 性 量 と コ

ス トやR&D努 力 との 相 互 関 係 な どは,現 状

で は ほ とん ど明 らか に な って い な い とい って

よい だ ろ う。 エ ネ ル ギー 技 術 のR&D機 関 の

活 動 状 況 な ど も,工 学 的 ・技 術 的 観 点 か ら整

理 して と ら え る必 要 が あ ろ う。 エ ネ ル ギー 総

合 工 学 研 究 所 では,以 上 述 べ た よ うな 観 点 か

らの エネ ル ギー デー タベ ー ス の整 備 を,他 の

研 究 活 動 と有 機 的 に 結 び つ け つ つ,行 な って

い く予 定 であ る。

(ま だ らめ は る き 研 究 嘱 託,東 京 大 学 工

学 部 助 教 授)
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エ ネ ル ギ ー の 価 値
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1.ガ ソ リンの 値 段

ヨー ロ ッパ 人 とア メ リカ人 が,ガ ソ リン の

値 段 は ヨー ロ ッパ とア メ リカ で どち らが安 い

か話 を して い た。 勿 論,リ ッター 当 りの値 段

で は ヨー ロ ッパ の 方 が 断 然 高 い こ と を2人 は

知 って い る。 ヨー ロ ッパ 車 と ア メ リカ車 で は

燃 費 が どの 位 ちが うか につ い て 激 論 の 末,車

の走 行 距 離 当 りの値 段 で は あ ま りち がわ な い

とい う結 論 に達 した。

ヨー ロ ッパ 人 は,ガ ソ リン の値 段 が 安 す ぎ

て ア メ リカ人 は車 に乗 りす ぎ る と主 張 した か

った ら しい の で,こ の 結 論 に不 服 ら しか った 。

そ こで,更 に 質 問 を した 。 ヨー ロ ッパ の 車 と

ア メ リカの 車 とでは ど ち らが 速 く走 って い る

か,と 。 これ も難iしい 問 題 であ った が,ア メ

リカ人 は各 州 の ス ピー ド違 反 の記 録 を もち 出

して ア メ リカ車 の平 均 時 速 を概 算 した。 ヨー

ロ ッパ車 の平 均 時速 は い くらか とア メ リカ人

が ヨー ロ ッパ人 に き い た とこ ろ,ヨ ー ロ ッパ

人 は,ま あ,同 じ よ うな もの だ ろ う,と しか

答 え よ うが な か った 。

単 位 時 間 当 りの消 費 量 で比 較 して もあ ま り

は っき り した差 は な い とい うこ とに な って し

ま った の で,ヨ ー ロ ッパ人 は,ま た が っか り

し,今 度 は とな りに い た 日本 人 に助 け を求 め

た 。 日本 人 は,東 京 の交 通 渋 滞 の様 子 を例 に

と り,走 行 距 離 当 りで は よ くわ か らな い が,

単 位 時 間 当 りで は 明 か に 日本 が 最 も安 い で あ

ろ う と答 えた 。 ヨー ロ ッパ 人 と ア メ リカ人 も

この 答 に同 意 し,3人 は,だ か ら 日本 の 円 が

強 い の だ,と 冗 談 をい って別 れ た。

こ の話 は,筆 者 の ア メ リカ 出 張 中 に遭 遇 し

た1コ マ で あ る が,ア メ リカ,ヨ ー ロ ッパ,

日本,そ れ ぞ れ の 考 え 方 の相 異 な どい くつ か

の 興 味 あ る事 柄 を含 ん で い る。

ガ ソ リン の値 段 を比 較 す る場 合,単 に,ガ

ソ リン ・ス タ ン ドで の それ に とど ま らず,単

位 走 行 距 離 当 りの 燃 料 費 と して み て み る こ と

もお も しろ い。 車 は一 つ の輸 送 手 段 であ るか

ら輸 送 距 離 当 りの コス トは重 要 で あ る。 と同

時 に,そ の輸 送 距 離 に要 す る時 間 を知 ってお

くこ と も重 要 で あ る。 い つ れ の輸 送 手 段 にお

い て も高 速 化 に 向 って 技術 が 進 歩 し,そ れ が

燃 料 消 費 量 と密 接 な 関 係 にあ る こ とは よ く知

られ てい るか ら であ る。

従 って,単 位 時 間 当 りの消 費 量 で比 較 し よ

う とい うヨー ロ ッパ氏 の提 案 は意 味 の な い訳

で は な い。1つ の ア イ デ ィア に は ち が い なか

った。 しか し,そ れ を どの よ うに評 価 す べ き

か とい う と,そ れ は 極 め て 難iしい 。1つ は,

それ をす るの に 必 要 な デ ー タが 入 手 で き るか

ど うか,ま た1つ には,仮 にデ ー タが あ り,

あ る結 果 を得 た と して,そ の 結 果 の 評 価 方 法

につ い てで あ る。

後 者 に つ い て い えば,リ ッター 当 り10キ ロ

走 る車 が そ の10キ ロ を1時 間 で走 り,ま た 同

じ く リ ッター 当 り10キ ロ走 る車 が そ の10キ ロ

を30分 で 走 る場 合,こ れ ら を比較 して1時 間

の方 が単 位 時 間 当 りの 燃 料 消 費 量,従 って 燃

料 費 は少 い とい って何 の意 味 が あ る であ ろ う
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か。 問 題 は,1時 間 車 の人 が30分 車 に乗 れ な

か った の で何 を失 った か であ ろ う。 ひ ょ っ と

す る と,何 も失 わ な い のか も知 れ な い 。 む し

ろ,残 りの30分 で 余 計 な こ と をや り,ど こか で

エ ネ ル ギー の無 駄 使 い を した か も知 れ な い 。

こ の よ うな 無 駄 使 い の エ ネ ル ギー ま で勘 定 し

な け れば な らな い とす る と,も は や お 手 上 げ

で あ る。3人 が冗 談 をい って別 れ た とい うの

は何 も偶 然 で は な か った の で あ ろ う。

ア メ リカ車 の平 均 時 速 を算 出す る の に,ア

メ リカ氏 が各 州 の ス ピー ド違 反 の記 録 を もち

出 した とい うの は少 しお か しな気 もす る が,

ア メ リカ の エ ネ ル ギー 関 連 情 報 の完 備 して い

る こ と を示 した もの で あ る と考 え る こ と もで

き る。 ヨー ロ ッパ や 日本 の場 合,車 の実 際 走

って い る平 均 速 度 をあ る程 度 推 定 す る こ とは

で きて も,そ れ に根 拠 の あ る デー タ を付 け る

こ とが す ぐで き るか ど うか疑 問 で あ る。

2.定 食 の 値段

ガ ソ リン の値 段 の話 は,エ ネ ル ギー の価 値

を単 に市 場 に お け る価 格 に止 ま らず,そ の使

わ れ方 に も着 目 して み よ う とい う考 え方 で,

エ ネ ル ギー 分析1)と よば れ る。 この エ ネ ル ギ

ー 分析 の難 し さに つ い て は
,ア メ リカ の経 済

学者,ク ー プ マ ンズ2)が,定 食 の値 段 とい う

次 の よ うな た とえ話 を使 って説 明 して い る。

あ るエ ネ ル ギー 分 析 氏 が,次 の よ うな奇 妙

な メ ニ ュー をみ せ られ て,定 食AとBの い つ

れ を召 し上 が り ます か と尋 ね られ た。

定 食A定 食B

産 出=デ ィナー一(D)12

(デ ィナ ー単 位)

投 入:エ ネ ル ギー(E)32

(エ ネ ル ギー 単 位)

1)EnergyAnalysis

2)TjallingKooPmans

3)E一 音C+去D

エ ネ ル ギー 分析 氏 は 言 下 に,定 食B!と

応 えた 。

そ こに,あ る経 済 分析 氏 が 入 っ て き て,こ

の メ ニ ュー を見,労 働 と資 本 の 投 入 は ど う し

た の か ね と店 の 主人 に 尋 ね た 。店 の 主 人 は,

い つ れ もあ り余 り程 で ご ざい ま して勘 定 に入

れ る必要 は ご ざい ませ ん,と 得 意 気 に 答 えた 。

そ こで,そ の経 済 分析 氏 は,そ れ で は,エ ネ

ル ギー の 価値(PE)を 基 準(PE=1)に し

て,定 食Aの 値 段(PD=3)に 比 べ 定 食B

(PD==2)の 方 が安 い の で定 食Bに しよ う と

'言
った 。

と こ ろが,そ こに,別 の 店 を もつ 女 将 さん

が や っ て来 て,私 の 方 の店 が 忙 しい の で 皆 連

れ てい くわ よ と,コ ック1人 を残 して店 の者

全 員 連 れ てい っ て し ま った 。 残 され た コ ック

は 自分 の 賃 金 を定 食 の値 段 に入 れ て もら え る

と張 切 り,定 食A,Bの 外 にC,Dも あ りま

す よ と次 の よ うな メ ニ ュー を見 せ た。

定食ABCD

産出 デ ィナ～(D)1111

(デ ィナー 単 位)

投 入:エ ネ ル ギ《E)321.72.1

(エ ネル ギー 単 位)

労 働(L)11 1,40.6

(人)

エネ ル ギー 分 析 氏 は,そ れ で も定 食Bが よ

い と言 っ た。 経 済 分 析 氏 は,定 食CとDを 勝

手 に 組 合 せ て もか まわ な い か と コ ック に尋

ね,コ ックが 結 構 です と答 え る と,そ れ では

CとDを 半 分 つ つ に して定 食Eを 作 って くれ

な い か と頼 ん だ 。

産 出:デ ィナ ー(D)

投 入:エ ネ ル ギー(E)

労 働(L)

定 食E3)

1

1.9

1
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これ を聞 い てい た エ ネ ル ギー 分 析 氏 は,そ

ん な 良 い の が あ るの な ら私 もそ れ に しよ う,

と結 局,2人 と も定 食Eを 注 文 した。

食 事 の 終 っ た後,経 済 分 析 氏 は 自分 で定 食

Eの 値 段(PD)を 計 算 す る こ とに した。

PD==1.7PE十1.4PL

PD==2.1PE十 〇.6PL

前 と同 じ よ うに エ ネ ル ギー の価 値(PE)を

基 準(PE・=1)に とる と,PLt=O.5と な

り,定 食 の 値 段 は,PD==2.4と な った。 エ

ネ ル ギー 分 析 氏 は こ の計 算 方 法 の妥 当性 につ

い て 質 問 し た。経 済 分 析 氏 が エネ ル ギー 分 析

氏 に この 計 算 方 法 の 正 当性 を証 明 す る こ とは

容 易 でな か った。 結 局,仮 に1の 労 働 力 に替

つて1.1の 労 働 力 が利 用 可 能 で あ れば,ま た

別 の定 食Fを つ くる こ とが可 能 で あ って,

産 出:デ ィナー(D)

投 入:エ ネ ル ギー(E)

労 働(L)

定 食F4)

1

1.85

1.1

その場合,定 食EとFと でエネルギー と労働

の相対的価値を比較すると,そ れは,

P・/P・ 一 、焉 竜5-8涜 一2

となるのです,と 説明 して終 った。

エネルギー分析氏は何故そうなるかと執拗

に迫6た が,経 済身析氏はそれに応えること

を拒んだ。そこに店の主人が現れ,こ の値段

の算出の前提として,定 食CとDの 価値の同

等性及び競争市場の原理の有効性が仮定され

ているのです と補足 した。エネルギー分析氏

は,ま たか!と いう顔 をして,黙 って定食

4)F一 暑C+暑D

代を払い,そ の店 をあとにした。

3.エ ネルギーの価値

この定食の値段のたとえ話は,エ ネルギー

分析学者 とエネルギー経済学者 との集 りの席

に1つ の話題 を提供するため出されたもので

ある。筆者の経済学に関する知識の不足のた

め,必 ず しも理解の十分でない ところがある

が,1つ の問題は,何 故,定 食CとDの 価値

を同等 と見なすことができるか という点にあ

るのであろう。店の主人がそういうのである

からそれで良い とい っ・てしまえばそれまでだ

が,も し,社 会全体が経済性に替 って別の判

断基準(た とえばエネルギー一効率性)を も6

ていれば,こ の前提の成 り立たない というこ

とも確かである。 明かに,定 食の 選択の場

合,人 々は経済1生ばか りをその判断基準とし

ていない。

他方において,そ れではエネルギーによっ

て全ての投入物を測定できるかというと,そ

れは,ガ ソリンの値段や定食の値段の例にみ

られるように1つ の大 きな困難に縫着する。

そもそも,相 異る投入物を1つ の共通の単位

で表わすためにお金 という量が考え出された

とすれば,エ ネルギー分析の立場には,そ の

出発点においてある種の矛盾を孕んでいるの

かも知れない。

エネルギーの価値を見直そうというエネル

ギー分析の立場は,疑 いもな く重要である。

73年 の石油価格の破局的急騰をもたらした理

由の1つ は,そ れ迄の価格が不当に低かった

からであるという話をきいたことがある。今

日においても,な お,エ ネルギーの有限資源

としての経済的価値がエネルギー価格に正当

に反映されていない とすれば,エ ネルギーの

真の価値が市場における価格以上であるとい
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臨

う仮定は確かに重要である。現に,電 力会社

は消費者に対 し電力の 節約 を呼びかけてい

る。この電力会社のよびかけに消費者が応え

るかどうかは,消 費者の方で電力はその電力

料金以上に貴重なものであるからという仮設

をたてるかどうかと同義であると解釈できる

のかも知れない。

これと同じような意、味で省エネルギーの重

要性が指摘されている。現実はエネルギーの

効率性 を唯一のあるいは第1の 評価基準とし

ている訳ではないので,エ ネルギーの効率性

という面から見直すとそこにはある意味で多

くの無駄が存在している。この無駄を少 くし

ようというのが省エネルギーの趣 旨なのであ

ろう。ところで,前 のガソリンや定食の例に

みられるように,一 口にエネルギーの効率性

といってもその意義は仲々厄介である。しか

も,現 実にはエネルギーの効率性以外にも多

くの,場 合によってはそれと同等以上に重要

な評価基準がある。そして,こ のい くつかの

評価基準の総合的判断の結果,現 実のエネル

ギーの無駄が生じているのである。従 って,

この無駄を省 くと逆に必ず何かを失う可能性

がある。省エネルギーの効果はこの損失 との

対比において 論 じられ なければ 説得力 がな

い。

エネルギーの価値を論ずるならば,得 るも

の と失うものの両方を評価 しなければならな

い というのがクープマンズの最 も指i滴したい

ところなのであろう。 と,少 くとも筆者は解

釈 している。

現実は既に最適化されてお り,何 か新 しい

ことをすると逆に必ず何かを失うので結局何

もやらない方がよい,と いう考え方は勿論間

違 っている。得るものに比べて失 うものが明

かに大 きければ,何 もやる必要はない。 しか

し,得るものと失 うものとが同程度であれば,

場合によっては多いに新 しい行動を起こした

方がよい。同程度であるかどうかの評価基準

にはい くつかの基準があ り,従 って同程度で

あるとみな し得る条件は必ずしも一意的でな

いからである。また,現 実は最適化されてい

るとい ってもそれは動 くものであり,こ の動

く方向に沿 って何か新 しい行動 をとることは

有効である。たとえていえば,省 エネルギー

の努力は,こ の行動の1つ ともいえる。

得るものと失うものがいつ も同程度であれ

ば進歩は期待できない。得るものが失 うもの

に比べて明かに大きいとき,そ こに進歩があ

る。そしてこの進歩の担い手が技術であるこ

とはよく知 られている。逆にいえば,技 術進

歩 とはこの進歩の度合によって測定される。

新エネルギーの開発 も,そ れが成功したとい

うことは即ちこの進歩 をもたらしたと考える

べきなのであろう。

しかし,こ の得 るものと失 うものとを実際

にいかにして評価するかというと,既 に前の

ガソリンと定食の例に明かなように決して容

易ではない。難 しいからといって何 もしない

と状況は変化 しない。難 しいもののうちにも

時間 をかければできるものと,時 間 をかけて

もできないもの,あ るいは意味のないものと

がある。時間をかければできるものについて

はやった方がよい。車の実際上の平均速度を

尋ねられたとき即座に各州のスピー ド違反の

記録を示したというアメリカ程度にはな りた

いものである。

(すずき あつゆき 研究嘱託,東 京大学工

学部助教授)
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研 究 所 の う ご き

(昭 和53年2月 ～8月)

主なできごと

2月21日(火)

3月15日(水)

3月24日(金)

3月31日(金)

4月1日(土)

4月11日(火)

5月26日(金)

6月2日(金)

6月5日(月)

6月15日(木)

6月23日(金)

6月30日(金)

発起人会(於 経団連会館)

設立総会(於 経団連会館)

設立披露パーティ(於 同上

ダイアモン ドルーム)

設立許可申請書提出(東 京

通産局鉱山部鉱政課)

事務所移転(本 郷丸尾ビル

より日比谷国際ビル1号 館

へ)

設立許可申請 許可される

事業開始届提出(東 京通産

局)

試験研究法人の証明申請書

提出(東 京通産局)

第1回 「海水 ウラン等回収

システム技術開発調査委員

会」(以 下 「海水委」 と略

す)開 催

試験研究法人の証明申請証

明される

第1回 「原子力プラン ト運

転の 信頼性 に 関する研究

会」開催

第2回 「海水委」開催

第1回 理事会開催

(議案)① 専務理事制の施

行,② 専務理事の委嘱,③

事務所の移転,な ど。

第3回 「海水委」開催

寄附行為の一部変更 認可

される

7月1日(土)

7月4日(火)

7月8日(土)

7月25日(火)

8月8日(火)

8月23日(水)

8月24日(木)

8月25日(金)

専務理事に武田康就任

第4回 「海水委」開催

事務所移転(港 区虎ノ門第

23森 ビル内の現事務所に)

第5回 「海水委」開催

第6回 「海水委」開催

「将来におけるエネルギー

立地の構想と評価」第1回

WG委 員会開催

第7回 「海水委」開催

「重質油分解技術の動的評

価委員会」開催

略 歴紹 介

理 事 長 山 本 寛(や まもと ゆたか)

大正5年2月26日 生

昭和13年3月 東京帝国大学工学部応用

化学科卒業

13年4月 住友化学工業(株)入 社

22年2月 東京帝国大学助教授

29年10月 東京大学教授

51年5月 東京大学名誉教授

専務理事 武 田 康(た けだ こう)

昭和2年12月11日 生

昭和25年3月 東京大学第一工学部電気

工学科卒業

25年4月 通商産業省入省

49年7月 工業技術院総務部技術審

議官

51月7日 資源エネルギー庁長官官

房審議官

53年6月 退官
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